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27
年
度
予
算
を
決
め
る
３
月
定
例
議
会
が
、
３
月
３
日
か
ら
18
日
ま
で
開
か
れ
、
９
議
員

が
一
般
質
問
に
立
っ
た
。

　

議
案
は
一
般
会
計
補
正
予
算
を
は
じ
め
５
つ
の
特
別
会
計
予
算
と
水
道
事
業
会
計
予
算
。

そ
の
他
の
議
案
は
報
告
４
件
、
議
案
31
件
、
発
委
１
件
、
発
議
２
件
を
慎
重
に
審
議
し
た
。

マイレージ事業始まる

　　
　

プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
の

発
行
事
業
の
内
容
は
。

　
　
「
プ
レ
ミ
ア
ム
付
お
だ

い
ち
ゃ
ん
商
品
券
」
と
し
１

セ
ッ
ト
１
万
円
。
額
面
は

5
0
0
円
で
一
冊
24
枚
つ
づ

り
。
プ
レ
ミ
ア
ム
率
20
％
で

あ
る
。
発
行
総
額
１
億

5
5
0
0
万
円
。

　　
　

景
観
計
画
の
策
定
事
業

の
計
画
内
容
は
。

　
　

景
観
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
、
フ
ォ
ト
コ
ン
テ
ス
ト
を

予
定
。
現
在
、
緒
川
地
区
・

生
路
地
区
が
候
補
に
挙
が
っ

て
い
る
。

　
　

火
の
見
や
ぐ
ら
の
撤
去

の
必
要
性
は
。

　
　

火
の
見
や
ぐ
ら
は
倒
壊

の
恐
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
危

険
で
撤
去
す
る
計
画
。
解
体

費
用
は
３
基
で
2
3
0
万

円
、
27
年
度
か
ら
は
火
災
指

令
の
サ
イ
レ
ン
吹
鳴
は
行
わ

な
い
。

　
　

防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置
と

個
人
情
報
保
護
は
。

　
　

防
犯
カ
メ
ラ
は
、
緒
川

駅
前
、
東
浦
駅
前
に
続
い
て

石
浜
駅
前
に
設
置
す
る
。

　

個
人
情
報
保
護
の
項
目
に

合
致
を
し
て
い
る
か
審
議
し

た
上
で
設
置
す
る
。

　
　

地
方
交
付
税
と
臨
時
財

政
対
策
債
に
お
け
る
財
源
確

保
を
ど
う
見
て
い
る
か
。

　
　

本
来
、
臨
時
財
政
対
策

債
と
い
う
の
は
、
国
が
借
金

を
し
て
地
方
に
そ
れ
ぞ
れ
交

付
税
と
し
て
交
付
し
て
い
た

も
の
を
、
国
の
借
金
が
増
え

て
パ
ン
ク
状
態
に
な
っ
た
こ

と
か
ら
地
方
に
借
金
を
さ
せ

て
、
そ
の
発
行
分
の
元
金
と

利
子
の
分
を
交
付
税
で
み

る
、
と
い
う
も
の
。

　

基
本
的
に
は
、
本
来
の
形

の
国
か
ら
交
付
税
と
い
う
形

で
も
ら
え
る
の
が
い
い
と
考

え
る
。

　
　

10
月
に
行
わ
れ
る
国
勢

調
査
の
回
答
方
法
は
。

　
　

27
年
度
か
ら
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
を
使
い
、
パ
ソ
コ
ン

や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
で
の
回

答
も
可
能
に
な
る
。

支 出

プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券

景
観
計
画

火
の
見
や
ぐ
ら

防
犯
カ
メ
ラ

国
勢
調
査

地
方
交
付
税

※町民 1人あたりの一般会計支出内訳

議会費
2,902 円（1％）
農林水産費
4,634 円（2％）
消防費
14,708 円（5％）
公債費
22,125 円（8％）
衛生費
20,824 円（7％）
教育費
35,889 円（13％）
総務費
39,156 円（14％）

商工費
2,426 円（1％）
その他
919 円（1％）
民生費
104,971 円（37％）
土木費
32,630 円（11％）



町民一人あたり
総額 281,184 円32

％
68％

自 主
財

源

財
源

依存

32
％

68％

自 主
財

源

財
源

依存

27年度予算　一般会計141億4100万円

　
　

　　
　

旧
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

の
解
体
が
計
画
さ
れ
て
い
る

が
、
有
効
活
用
は
で
き
な
い

か
。

　
　

第
１
セ
ン
タ
ー
が
42
年

経
過
、
第
２
セ
ン
タ
ー
が
34

年
経
過
し
て
お
り
、
耐
震
性

を
考
慮
し
解
体
す
る
。

　

た
だ
、
東
側
の
建
物
は
防

災
倉
庫
と
し
て
利
用
を
考
え

て
い
る
。

　　
　

ふ
る
さ
と
寄
附
事
業
の

目
的
と
期
限
は
。

　
　

自
主
財
源
の
確
保
と
特

産
品
の
消
費
が
増
え
、
税
収

が
上
が
り
、
ひ
い
て
は
そ
れ

が
町
の
Ｐ
Ｒ
に
つ
な
が
る
こ

と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

　

期
限
は
、
３
年
、
５
年
と

い
う
短
い
事
業
と
は
考
え
て

い
な
い
。

　
　

町
職
員
の
給
与
に
関
す

る
条
例
等
の
一
部
改
正
で
、

地
域
手
当
が
３
％
の
復
活
の

理
由
は
。

　
　

国
家
公
務
員
給
与
の
一

番
低
い
水
準
の
と
こ
ろ
と
、

民
間
と
の
地
域
的
な
格
差
を

埋
め
る
た
め
に
で
き
た
の
が

地
域
手
当
で
あ
る
。

　

今
回
は
国
の
改
正
で
、
国

勢
調
査
で
の
通
勤
率
を
基
に

３
％
と
決
め
た
。

　
　

イ
オ
ン
の
行
政
サ
ー
ビ

ス
コ
ー
ナ
ー
が
住
民
課
か
ら
、

総
務
課
へ
移
管
さ
れ
た
理
由

と
目
的
は
。

　
　

当
初
は
住
民
票
の
発
行

等
、
住
民
課
の
業
務
で
の
利

用
で
あ
っ
た
が
、
税
や
水
道

代
の
徴
収
等
も
増
え
て
き
て

形
態
が
変
わ
っ
て
き
た
。

シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

（
地
域
の
イ
メ
ー
ジ
を
高
め
、

経
営
資
源
の
獲
得
を
目
指

す
）
的
な
考
え
で
担
当
課
を

移
し
た
。

　
　

ご
み
出
し
支
援
の
対
象

者
は
。

　
　

原
則
と
し
て
高
齢
者
、

65
歳
以
上
の
単
身
世
帯
や
高

齢
者
の
み
の
世
帯
、
ま
た
は

障
が
い
者
の
人
。
災
害
時
に

災
害
情
報
の
把
握
、
避
難
所

へ
の
移
動
が
自
力
で
難
し

く
、
避
難
行
動
要
支
援
者
登

録
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
人
。

　

同
居
あ
る
い
は
ご
近
所
に

親
族
が
な
く
、
独
力
で
ご
み

の
排
出
が
困
難
で
あ
る
世
帯

を
対
象
と
す
る
。

　

災
害
時
要
援
護
者
台
帳
の

登
録
世
帯
が
１
５
４
世
帯
な

の
で
、
１
５
０
世
帯
の
申
し

込
み
を
見
込
ん
で
い
る
。

　

１
回
の
ご
み
出
し
手
数
料

は
50
円
で
あ
る
。

　
　

周
知
方
法
は
。

　
　

地
区
の
民
生
委
員
の
協

力
を
得
て
、
広
報
や
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
の
周
知
も
行
っ
て

い
く
。
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高齢者いきいき
収 入

※町民 1人あたりの一般会計収入内訳

町債（借金）
15,060 円（5％）

地方消費税交付金等
19,825 円（7％）

国庫支出金・県支出金
47,220 円（16％）

分担金及び負担金
184 円（1％）

使用料及び手数料
7,474 円（3％）

諸収入等
11,581 円（4％）

地方交付税
8,192 円（3％）
地方譲与税
2,684 円（1％）
町税
159,857 円（57％）
繰入金・繰越金
9,107 円（3％）


